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   第 ２ 回   熊本県議会    決算特別委員会会議記録 

 

平成28年10月４日(火曜日) 

            午後１時１分開議 

            午後２時６分休憩 

            午後２時13分開議 

            午後３時１分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第32号 平成27年度熊本県一般会計歳

入歳出決算の認定について 

 議案第42号 平成27年度熊本県市町村振興

資金貸付事業特別会計歳入歳出決算の

認定について 

 議案第46号 平成27年度熊本県公債管理特

別会計歳入歳出決算の認定について 

――――――――――――――― 

出席委員(12人) 

        委 員 長 池 田 和 貴 

        副委員長 山 口   裕 

        委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 小 杉   直 

        委  員 岩 中 伸 司 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 早 田 順 一 

        委  員 髙 野 洋 介 

        委  員 橋 口 海 平 

        委  員 岩 田 智 子 

        委  員 松 野 明 美 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 知事公室 

                  公室長 坂 本   浩 

              危機管理監  本 田   圭 

        秘書課長 横 尾 哲 也 

        広報課長 倉 光 麻理子 

        危機管理防災課長  間 宮 将 大 

  知事公室付政策調整監 府 高   隆 

 総務部 

         部 長  池 田 敬 之 

理事兼県中央広域本部長兼 

    市町村・税務局長 大 村 裕 司 

       政策審議監  田 中 信 行 

      総務私学局長 古 森 美津代 

        人事課長 平 井 宏 英 

        財政課長 竹 内 信 義 

       県政情報文書課長 田 原 牧 人 

      首席審議員兼 

   総務事務センター長  下 村 弘 之 

      財産経営課長 満 原 裕 治 

       私学振興課長 塘 岡 弘 幸 

       市町村課長 沼 川 敦 彦 

         消防保安課長 松 岡 大 智 

               税務課長 井 芹 護 利 

――――――――――――――― 

 出納局職員出席者 

    会計管理者兼出納局長 出 田 貴 康 

          会計課長 瀬 戸 浩 一 

――――――――――――――― 

 監査委員・同事務局職員出席者 

        監査委員 豊 田 祐 一 

         局 長 高 山 寿一郎 

   首席審議員兼監査監 佐 藤 美智子 

――――――――――――――― 

 事務局職員出席者 

       議事課主幹 甲 斐   博 

       議事課参事 小 池 二 郎 

――――――――――――――― 

  午後１時１分開議 

○池田和貴委員長 それでは、ただいまから

第２回決算特別委員会を開会いたします。 
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 本日から審査に入りますので、委員及び執

行部の皆様、御協力よろしくお願い申し上げ

ます。 

 まず、決算審査方針についてお諮りいたし

ます。 

 お手元に配付しております平成28年度決算

特別委員会審査方針(案)を担当書記に朗読さ

せます。 

 

○甲斐議事課主幹 それでは、朗読させてい

ただきます。 

 １ 予算の執行は、議決の趣旨に沿って、

合理的かつ効率的に行われ、所期の目

的が達成されたか。 

  (1) 歳入は適正に確保されたか。 

  (2) 歳出の執行に遺憾な点はなかっ 

      たか。 

  (3) 主要な施策はいかに達成されたか。 

 ２ 財産管理は十分であったか。 

 ３ 執行体制に問題はなかったか。 

 ４ 法令違反等はなかったか。 

 ５ 前年度決算特別委員会の指摘事項は、

どのように処理されたか。 

 審査方針(案)は以上でございます。 

 

○池田和貴委員長 決算審査方針は、この案

のとおりでよろしいでしょうか。 

  （「はい」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 御異議なしと認め、今

後、この方針に沿って審査を進めることとい

たします。 

 これより、本委員会に付託されました一般

会計及び各特別会計決算の審査に入ります。 

 まず、出田会計管理者から、挨拶と決算概

要説明をお願いいたします。 

 

○出田会計管理者 会計管理者の出田でござ

います。執行部を代表して、一言御挨拶を申

し上げます。 

 平成27年度の一般会計及び特別会計の決算

につきまして、地方自治法第233条の規定に

基づき、歳入歳出決算書等の調製を行いまし

た。その後、監査委員による審査を経て、主

要な施策の成果を記した書類とあわせて、さ

きの９月定例県議会に決算として御提案申し

上げたところでございます。 

 なお、企業局と病院局の決算審査も予定さ

れておりますが、これらは、地方公営企業法

に基づき各管理者が調製を行い、同様の手続

を経るものでございます。 

 今後、部局ごとに御審議をいただくことに

なっております特別委員会の御審議を通じ、

次期県議会で決算の認定をいただきますよ

う、よろしくお願いいたします。 

 さらに、池田委員長、山口副委員長を初め

委員の皆様方の御審議、御指導により、今後

の本県予算の執行が効率的かつ効果的なもの

になっていくことを祈念いたしまして、御挨

拶とさせていただきます。 

 引き続き、平成27年度の一般会計及び特別

会計の決算概要につきまして、お手元の決算

の概要でございます、これに基づき、総括的

な説明を申し上げます。 

 以下の説明においては、原則として億円を

単位として御説明いたします。そのため、

1,000万単位を四捨五入しておりますことを

あらかじめ御了承いただきたいと思います。 

 それでは、決算概要の資料をごらんいただ

きます。 

 １枚めくって、１ページ目でございます。 

 これは総括表でございます。説明は、２ペ

ージ目の一般会計決算に関する説明から始め

ます。 

 まず、(1)の決算収支の状況は、概況のと

ころに記載しておりますとおり、一般会計の

決算額の歳入が7,725億円で、前年度比で30

億円の減少、歳出は7,546億円で、前年度比

７億円の増加となっております。なお、実質

収支は104億円ということで、前年度比で30

億円の減少となっております。 
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 なお、過去10年間の決算規模の推移を３ペ

ージ下段に図１として載せておりますが、平

成27年度決算の規模は、26年度と同程度とな

っております。 

 次に、１ページおめくりいただきまして、

４ページ、歳入の状況でございます。 

 繰り返しになりますけれども、歳入は

7,725億円、前年度比で30億円減少しており

ますが、主な増加及び減少要因を(2)と(3)に

記載しております。 

 歳入の主な増加要因としましては、地方消

費税率の引き上げの効果の平年度化による地

方消費税清算金や地方消費税の増のほか、税

率引き上げによる法人事業税の増収が上げら

れます。 

 歳入の主な減少要因といたしましては、国

から交付される子育て支援対策臨時特例交付

金がなくなったことや、国庫内示減などによ

る社会資本整備総合交付金が減少したことな

どが上げられます。 

 次、もう１枚めくっていただきまして、６

ページでございます。 

 歳出の状況でございますが、歳出は7,546

億円、前年度比で７億円増加しております。 

 歳出の主な増加要因といたしましては、消

費税率の引き上げ効果の平年度化による地方

消費税交付金や地方消費税清算金の増に伴う

諸支出金の増加でございます。 

 一方、主な減少要因としては、国の経済対

策予算の減等による農林水産業費の減少や事

業費の減に伴う土木費の減少に伴うものでご

ざいます。 

 もう１枚めくっていただきまして、８ペー

ジの上段でございます。 

 翌年度繰り越しの状況でございますが、繰

越額は499億円で、前年度比５億円の減とな

っております。国の経済対策への対応や熊本

広域大水害関連事業の影響で、過去最大の繰

越額であった平成24年度以降、３年連続で減

少となっております。 

 同じページ、下段の不納欠損の状況でござ

います。 

 県税を中心に、４億円の不納欠損処分を行

っております。前年度比300万円の増となっ

ております。 

 次のページ、９ページの上段でございま

す。 

 収入未済額の状況でございますが、収入未

済額は38億円で、前年度比５億円の減少とな

っております。なお、収入未済額は、平成21

年度の63億円をピークに、６年連続で減少

し、過去10年間で最少となっております。 

 その下段の不用額の状況でございますが、

不用額は157億円で、前年度比１億円の減と

なっております。予算現額に占める割合は

1.9％で、前年度と同じ割合となっておりま

す。 

 次に、10ページからが特別会計決算の説明

となっております。 

 まず、11ページの上の表１をごらんくださ

い。 

 少し字が小そうございまして恐縮でござい

ますが、14の特別会計について決算をしてお

ります。 

 なお、15番目の熊本県就農支援資金貸付特

別会計につきましては、平成26年度末で特別

会計を廃止しておりますが、平成26年度の決

算に計上しておりますので、対比のため記載

しているところでございます。説明は、それ

らを合計したところでお話をさせていただき

ます。 

 特別会計全体の決算額は、歳入が1,262億

円で、前年度比29億円の減少でございます。

歳出は1,175億円で、前年度比24億円の減少

となっております。 

 増加した会計のうち、最も大きく増加しま

したのは、11ページの表１の14番、熊本県公

債管理特別会計で、32億円の増加となってお

ります。 

 逆に、最も大きく減少した会計は、表１、
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13番の熊本県のチッソ株式会社に対する貸付

けに係る県債償還等特別会計でございまし

て、74億円の減少となっております。 

 なお、各特別会計については、各所属から

それぞれ説明を予定しております。 

 次、12ページでございます。 

 上段の翌年度繰り越しの状況でございます

が、港湾整備事業特別会計と流域下水道事業

特別会計において、合計４億円の繰り越しを

行っております。 

 次の(3)の不納欠損の状況でございます。 

 母子父子寡婦福祉資金特別会計や港湾整備

事業特別会計において、合計約40万円の不納

欠損処分を行っております。 

 次の13ページ上段の収入未済額の状況でご

ざいますが、６つの特別会計で32億円の収入

未済額がございますが、そのうち中小企業振

興資金特別会計が最も大きいものとなってお

ります。 

 同じく、下段の不用額の状況でございま

す。特別会計全体で５億円の不用額がござい

ます。 

 次の14ページ以降は、参考資料でございま

す。 

 14ページは、平成８年度からの一般会計・

特別会計決算額の推移、15ページは、基金残

高の一覧表、16ページは、基金残高の推移を

グラフにしておるところでございます。17ペ

ージは、平成26年度における九州各県の一般

会計の決算状況の一覧表でございます。18ペ

ージ及び19ページは、財産に関する調書の総

括表でございます。 

 以上、御説明したものを総括しましたの

が、この冊子の１ページ目の総括表でござい

ます。ごらんいただければと思います。 

 以上、決算の概要について御説明申し上げ

ましたが、詳細につきましては、各部局から

それぞれ審議の中で御説明申し上げます。 

 委員の皆様方には、長期にわたり御審議い

ただきますが、何とぞよろしくお願い申し上

げまして、概要の説明とさせていただきま

す。 

 

○池田和貴委員長 ありがとうございまし

た。 

 次に、豊田監査委員から、決算審査意見の

概要説明をお願いいたします。 

 

○豊田監査委員 監査委員の豊田でございま

す。失礼ですが、着座にて説明させていただ

きます。 

 それでは、表紙がブルーの冊子、平成27年

度熊本県歳入歳出決算及び基金の運用状況に

係る審査意見書についてごらんいただきま

す。 

 １ページをお願いいたします。 

 まず、平成27年度の歳入歳出決算審査意見

書でございます。 

 第１の審査の対象でございますが、地方自

治法の規定によりまして、知事から審査に付

されました一般会計と14の特別会計について

審査を行いました。 

 次に、第２の審査の方法ですが、決算の計

数は、関係諸帳票及び証拠書類と符合し正確

であるかなど、ここに記載しております４点

に審査の主眼を置きまして、照合、審査を行

ったところでございます。 

 なお、審査の過程におきましては、関係部

局に必要な資料及び説明を求め、あわせて定

期監査等の結果も踏まえまして、慎重に審査

したところでございます。 

 次に、第３の審査の結果及び意見でござい

ます。 

 まず、１の審査の結果です。 

 審査の対象といたしました平成27年度一般

会計及び14の特別会計の歳入歳出決算書等の

計数は、関係諸帳票及び証拠書類の計数と符

合し、いずれも正確であることを確認いたし

ております。 

 また、財務に関する事務の執行におきまし
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ては、一部に改善または留意を要する事項が

見受けられましたが、預け金、差しかえ等の

裏金や私的流用につながるおそれのある不適

正な経理処理の事例は認められず、全体とし

て適正かつ効率的、効果的に処理されている

ことが認められたところでございます。 

 ２ページをお願いいたします。 

 ２の審査の意見でございます。 

 (1)の財政状況等ですが、先ほど出田会計

管理者からも御説明がございましたけれど

も、表にもありますとおり、平成27年度の一

般会計の歳入総額は7,725億3,800万円余で、

前年度に比べ30億4,500万円余の減少、ま

た、歳出総額は7,546億3,500万円余で、前年

度に比べ７億2,400万円余の増加となり、実

質収支額は、前年度と比べ減少はしたもの

の、103億円余の黒字となっております。 

 また、特別会計は、歳入総額1,261億8,200

万円余で、前年度に比べまして29億4,600万

円余の減少、また、歳出総額は1,175億1,600

万円余で、前年度に比べ23億6,700万円余の

減少となり、これも、実質収支額は前年度に

比べ減少したものの、85億円余の黒字となっ

ております。 

 次に、２ページ中段ですが、平成27年度決

算の普通会計ベースでの主な財政指標を見ま

すと、まず財政の弾力性確保の面では、経常

収支比率は94.5％と、対前年度で0.3ポイン

ト上昇しております。また、財政調整用４基

金の残高は、県債管理基金の取り崩し等によ

りまして、総額435億300万円余となり、対前

年度６億2,300万円余の減となっておりま

す。 

 次に、財政の将来負担の面では、通常県債

の残高は9,643億4,000万円余で、対前年度

276億1,100万円余の減、それから、地方自治

体の財政の健全性を判断する指標の一つでご

ざいます実質公債費比率は12.3％と、対前年

度0.7ポイントの低下、また、将来負担比率

は189.0％で、対前年度5.2ポイントの低下と

なっておりまして、これまでの財政健全化に

向けた取り組みについて、一定の成果がうか

がえたところでございます。 

 しかしながら、熊本地震の発生に伴いまし

て、復旧、復興に向けた財政需要の急増が必

至でありまして、将来にわたって厳しい財政

状況に直面することが想定され、今後、熊本

地震からの復旧・復興プランを着実に進めて

いくための財源の確保について、国に強く働

きかけるなど、最大限の努力をされるととも

に、引き続き行財政改革を推進する必要があ

ると考えております。 

 ３ページをお願いいたします。 

 (2)の行財政事務の執行状況です。 

 行財政事務の執行につきましては、全体と

して適正に処理されておりますが、一部改善

または留意を要する事項が見受けられまし

た。 

 なお、平成27年度には、257機関を対象に

定期監査等を実施しましたが、事項別の課題

件数は、この表にありますとおり、全部で

540件ございました。 

 これらも含めまして、今後の行財政事務の

執行におきまして、特に配慮すべき課題及び

意見を申し上げます。 

 まず、①の未収金の解消対策でございま

す。 

 一般会計及び特別会計を合わせた未収金は

70億800万円余で、前年度と比較しまして５

億4,800万円余、7.3％減少しております。 

 このうち、アの県税の未収金につきまして

は、徴収強化対策等によりまして、前年度に

比べ４億3,000万円余、12.4％減少しており

ます。 

 特に、未収金が最も多い個人県民税につき

ましては、市町村との共同催告等の継続によ

りまして、対前年度４億1,400万円余の減少

と、５年連続で減少しております。 

 今後も、これらの対策の着実な実施等によ

りまして、未収金の減少につなげていただき
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たいと考えております。 

 ４ページをお願いいたします。 

 次に、イの県税以外の未収金につきまして

は、諸収入の未収金が37億5,200万円余と最

も多く、そのうち貸付金元利収入の未収金が

30億2,600万円余で、諸収入の未収金のうち

80.6％を占めております。 

 県税以外の未収金につきましても、全体で

対前年度１億1,700万円余、2.9％の減と、全

項目で未収金が減少しておりますが、一方

で、その下にも書いてありますが、回収が進

んでいないもの、前年度から増加しているも

の、新たに未収金が発生しているものもござ

います。 

 なお、今回の震災によりまして、未収金回

収への影響が見受けられますが、今後とも、

歳入の確保等の観点から、効果的な回収に努

めていただくとともに、新規未収金発生の未

然防止のための対策を講じる必要があると考

えております。 

 次に、４ページの中段の②財務事務の執行

における課題でございます。それぞれの項目

ごとに、破線の囲みの中に課題の具体例を記

載し、その下に意見を述べております。 

 まず、ア、収入事務についてです。 

 (ア)の現金の出納事務に関する事例では、

執務室内の金庫に、経緯不明の現金、切手等

を長期間保管している事例や、契約保証金に

ついて、適切に還付されていない事例等が見

受けられました。 

 現金の出納事務につきましては、私的な着

服等の不正につながるおそれがあることか

ら、その取り扱いについては、一部の職員だ

けに任せることなく、徹底した組織的管理を

行う必要があります。 

 ５ページをお願いいたします。 

 次に、(イ)のその他収入事務に関する事例

でございます。 

 手数料の算定、県税滞納処分、未収金の徴

収、占用料等に関する事務処理誤りの事例が

見受けられました。 

 収入事務については、組織内の連携や根拠

資料の確認を徹底して行う必要がございま

す。 

 次に、イ、支出事務についてでございま

す。 

 まず、(ア)の支払い時期に関する事例です

が、支払いがおくれ、遅延利息が発生してい

る事例や過年度支出を行っている事例等が見

受けられました。 

 決裁時の確認のみならず、支払い漏れの有

無を確認する仕組みづくりなど、支払い事務

の管理体制を強化していく必要がございま

す。 

 ６ページをお願いいたします。 

 (イ)委託契約等に関する事例ですが、入札

時に落札決定を誤った事例や契約書に基づく

必要な書類が徴されていない事例、指定管理

業務の履行確認が不十分な事例等が見受けら

れました。 

 業務委託などの契約事務に当たりまして

は、必要な規定等を習熟し、契約内容につい

て当事者双方で十分認識するなど、適切な事

務処理を行っていただきたいと思います。 

 (ウ)その他支出事務に関する事例でござい

ます。 

 会議に欠席した委員に報償費を支給してい

た事例等が見受けられました。 

 支出事務においては、事業担当者と経理担

当者間で十分に情報共有を図りながら進める

必要がございます。 

 次に、６ページ下段のウ、物品の管理事務

についてでございます。 

 (ア)の備品の管理に関する事例ですが、備

品を亡失した事例、今後使用の見込みがない

備品をそのまま保管している事例や備品を処

分する際の手続を適正に行っていない事例が

見受けられました。 

 備品につきましては、７ページに続きます

が、その実態を把握するとともに、その実態
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に応じて再利用の検討や保管転換等を進め、

また、処分等については、規則に定める手続

を確実に行う必要がございます。 

 中段の(イ)のその他の物品の管理に関する

事例でございます。 

 公務中の現金亡失の事例や毒劇物の定期的

な点検が行われていない事例などが見受けら

れました。 

 庁舎外での現金収納事務取り扱いには、細

心の注意を払っていただくほか、毒劇物につ

いては、盗難や事故等がないよう、徹底した

保管管理を行っていただきたいと思います。 

 次に、エ、財産の管理事務についてでござ

いますが、(ア)の財産の維持管理に関する事

例ですが、車両の誤操作により校舎の一部を

毀損している事例や行政財産の目的外使用許

可が行われていない事例が見受けられまし

た。 

 財産の管理事務に必要な関係規定等に習熟

し、適切な財産管理や事務処理を行う必要が

ございます。 

 なお、熊本地震により多くの県の施設が被

災しておりますが、その現況を踏まえた適切

な管理をお願いしたいと思います。 

 ８ページをお願いいたします。 

 最後に、(3)熊本地震からの復旧、復興に

ついて意見を付記しております。 

 熊本地震は、県民の生命、身体、財産に甚

大な被害をもたらし、今なお県民の生活や地

域経済に大きな影響を与えております。 

 今後の復旧・復興事業の推進に当たりまし

ては、県民ニーズの的確な把握と対応、県民

や国、市町村、民間団体等との連携、情報共

有等に留意されるとともに、これまでに例の

ない大災害を経験した本県の震災対応につい

て、十分検証、評価を行い、震災復興のモデ

ル、熊本モデルとして県民に周知されるとと

もに、全国にも発信し、今後の災害への対応

に生かせるよう努めていただきたいと思いま

す。 

 なお、復旧、復興には息の長い取り組みが

必要と思われますが、震災対策に携わる職員

の健康管理にも留意し、県民の安全、安心が

得られるよう、全庁一丸となって取り組んで

いただきたいと思います。 

 次の９ページから15ページにかけまして

は、決算の計数を整理したもので、21ページ

以降には、その詳細を資料として掲載してお

りますが、説明は省略させていただきます。 

 次に、飛びますが、19ページをお願いいた

します。 

 定額の資金を運用するための基金の運用状

況の審査意見書でございます。 

 審査の対象となっておりますのは、熊本県

美術品取得基金でございます。 

 第３の審査の結果及び意見でございます

が、審査の結果、基金運用状況調書の計数

は、関係諸帳票及び証拠書類と符合し、いず

れも正確であることを確認いたしておりま

す。 

 その運用、会計経理事務等の執行につきま

しても、適正で効率的に行われていると認め

られました。 

 なお、基金の現金残高につきましては、次

の20ページに記載のとおりでございますけれ

ども、美術品取得を円滑に行うという当基金

設立の趣旨を踏まえ、現金残高が枯渇しない

よう、引き続きさまざまな対策を講じる必要

があることを付記しておるところでございま

す。 

 以上が平成27年度熊本県歳入歳出決算及び

基金の運用状況に係る審査意見の概要でござ

います。 

 私からの説明は以上でございます。 

 

○池田和貴委員長 ありがとうございまし

た。 

 これから各部局の審査に入りますので、会

計管理者は、ここで所定の席へ移動してくだ

さい。 
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  （会計管理者席移動) 

○池田和貴委員長 それでは、知事公室及び

総務部の審査を行います。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために着座のままで簡潔にお願いします。 

 それでは、知事公室長から総括説明を行

い、続いて、担当課長から順次説明をお願い

いたします。以下、総務部の順にお願いをい

たします。 

 初めに、坂本知事公室長。 

 

○坂本知事公室長 知事公室でございます。 

 知事公室の平成27年度決算について御説明

申し上げます。 

 お手元の「決算特別委員会説明資料 知事

公室」と表紙に記載された資料をごらんくだ

さい。 

 １枚めくっていただきまして、１ページ、

平成27年度歳入歳出決算総括表により御説明

いたします。 

 歳入につきましては、収入済み額2,052万

円余となっており、不納欠損額及び収入未済

額はございません。 

 歳出につきましては、支出済み額27億

1,761万円余、翌年度繰越額が16億3,000万

円、不用額は9,804万円余となっておりま

す。 

 詳細につきましては各課長からそれぞれ御

説明申し上げますので、御審議のほどよろし

くお願い申し上げます。 

 

○池田和貴委員長 引き続き、各課長から説

明をお願いいたします。 

 

○府高政策調整監 知事公室政策調整監の府

高でございます。 

 まず、知事公室全ての課につきまして、定

期監査での指摘事項はありません。 

 続きまして、先ほどのお手元の決算特別委

員会説明資料、知事公室分につきまして、ま

ず知事公室付の決算状況について御説明いた

します。 

 資料の２ページのほうをごらんいただきた

いと思います。 

 知事公室付、歳入はございませんので、歳

出についての御説明となります。 

 歳出につきましては、予算現額8,265万円

余に対しまして、支出済み額は7,679万円余

となっております。 

 歳出の内訳は、職員給与費、重要政策調整

事業などに要する経費でございます。 

 なお、不用額586万円余は、経費節減など

に伴います執行残でございます。 

 知事公室付は以上です。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。 

 

○横尾秘書課長 秘書課でございます。 

 資料の３ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、不納欠損額、収入未

済額ともありません。 

 続きまして、１枚おめくりをいただきたい

と思います。資料の４ページでございます。

歳出について御説明いたします。 

 歳出については、予算現額２億895万円余

に対しまして、支出済み額２億581万円余と

なっております。 

 歳出の内訳は、職員給与費、秘書課運営費

などでございます。 

 なお、不用額313万円余は、経費節減に伴

う執行残でございます。 

 秘書課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○倉光広報課長 広報課長の倉光でございま

す。 

 資料の５ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、不納欠損額、収入未

済額はありません。 
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 主な収入は、県ホームページに広告を掲載

する際の広告料、378万円でございます。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 １枚おめくりいただきまして、資料の６ペ

ージをお願いいたします。 

 歳出につきましては、予算現額３億4,095

万円余に対し、支出済み額３億1,768万円余

となっております。 

 歳出の内訳としましては、職員給与費など

の一般管理費、県広報誌の発行やテレビ、ラ

ジオ、新聞での広報事業などに要する広報費

でございます。 

 なお、不用額は2,327万円余で、入札及び

経費節減等による執行残でございます。 

 広報課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○間宮危機管理防災課長 危機管理防災課長

の間宮でございます。 

 資料の７ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、不納欠損、収入未済

額ともにございません。 

 主な収入は、下から３段目の防災行政無線

負担金、975万円余、及び下から２段目の防

災情報ネットワーク負担金、594万円余でご

ざいます。これは、防災行政無線等の管理運

営に関しまして、市町村等から負担金をいた

だいている分でございます。 

 次に、８ページの歳出をお願いいたしま

す。 

 上から２段目の総務管理費の一般管理費に

ついででございますが、これは、本課の危機

管理関係の職員の給与費、それから、本課及

び地域振興局の災害待機のための時間外勤務

手当などに関する経費でございます。 

 続きまして、下段の防災費の防災総務費に

ついでですが、本課の防災関係の職員給与

費、それから、九州広域防災拠点強化整備事

業、防災情報通信基盤整備事業などに要する

経費でございます。 

 不用額は6,529万円余で、九州広域防災拠

点強化整備事業に係る工事等の入札残のほ

か、阿蘇火山の降灰対策として市町村への補

助金、こちらにつきまして、被害が少なかっ

たことによる執行残、それから経費節減に伴

う執行残でございます。 

 また、翌年度繰越金16億3,000万円は、防

災情報通信基盤整備事業分でございます。説

明につきましては、附属資料の１ページをお

願いいたします。 

 こちらにつきましては、防災対策や災害対

応で必要となります県と市町村、消防本部、

それから地域振興局等を結ぶ無線通信ネット

ワーク設備の再整備に要する事業経費でござ

います。平成26年度から平成28年度までの３

カ年で整備を進めております。 

 右欄の繰り越し理由にありますとおり、消

防本部等の関係機関との協議に、当初想定し

ていた以上の日数を要しまして、機器の使用

の決定がおくれたことが繰り越しの理由でご

ざいます。 

 なお、再整備事業全体の進捗率が53％とな

っておりますが、工期である平成29年３月３

日までには予定どおり完了する見込みでおり

ます。 

 危機管理防災課は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 

○池田和貴委員長 次に、池田総務部長から

総括説明をお願いいたします。 

 

○池田総務部長 それでは、総務部決算の説

明に先立ちまして、前年度の決算特別委員会

において御指摘のございました施策推進上改

善または検討を要する事項等のうち、総務部

としての措置状況を御報告いたします。 

 お手元に、平成27年12月定例会決算特別委

員長報告という冊子があるかと思います。そ

の10ページから11ページにかけて記載がござ
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いますので、あわせてごらんをいただければ

と思います。 

 前年度の決算特別委員会では、全部局共通

事項といたしまして２件の御指摘がございま

した。 

 まず、10ページの各部局共通事項１点目で

ございます。 

 ｢未収金の回収については､」｢さらに徹底

した徴収に努めること。 また、県税の未収

金対策については、クレジット納付など具体

的な収納率向上策について、議論を重ね、検

討を進めること｡」という御指摘でございま

す。 

 未収金対策につきましては、全庁的な取り

組みといたしまして、未収金対策連絡会議を

開催し、関係課の取り組みの進行管理やノウ

ハウの共有などに取り組んでいるところでご

ざいます。 

 平成27年度は、差し押さえや支払い催促の

実施、訴訟の提起など、法的措置を進めると

ともに、未収金の発生防止に向けて、債務者

に対する納付義務や納期内納付の周知徹底な

どに取り組んでいるところでございます。 

 加えまして、債権の徴収停止や履行延期の

特約の適用検討など、長期にわたり回収困難

となっている未収金について、対応方針の見

直しを行いまして、より適切な債権管理の取

り組みを進めました。 

 今後も引き続き、全庁を挙げて取り組みの

充実を図りまして、収入未済の解消に努めて

まいります。 

 また、総務部所管の県税未収金につきまし

ては、滞納処分の徹底及び早期着手と個人県

民税の徴収強化対策を重点項目といたしまし

て、積極的な徴収対策に取り組んだところで

ございます。 

 ただ、４月に発生をいたしました平成28年

熊本地震により、多数の納税者の方々が被災

された現状を踏まえまして、４月、５月の出

納整理期間中の滞納整理を控えるということ

をいたしてございます。 

 ただ、昨年度までの懸命な取り組みの結果

もございまして、過去最高の収納率を達成

し、着実に未収金の圧縮を図ることができて

いるところでございます。 

 特に、県税未収金の約８割を占めます個人

県民税対策といたしまして、広域本部収税担

当課と管内市町村が、併任徴収や徴収引き継

ぎ等、徴収率向上に連携して取り組んだ結

果、平成27年度の個人県民税未収金額は、平

成26年度と比較いたしまして４億1,400万円

余圧縮することができ、県税全体の未収金額

を４億3,000万円余減額することができまし

た。 

 なお、昨年度御指摘のございました未収金

対策の手段であります県税のクレジット納付

につきましては、平成29年度からの導入に向

け、現在、システム改修等の準備を進めてい

るところでございます。 

 被災者への配慮をしつつ、クレジット納付

の導入等納税者の利便性向上を図るなど、さ

らなる未収金の解消に向け、引き続き努力し

てまいります。 

 次に、11ページをごらんいただきたいと思

います。 

 各部局共通事項の２点目でございます。公

用ＥＴＣカードの紛失についての御指摘でご

ざいます。 

 ｢公用ＥＴＣカードの紛失については､」

｢管理体制の適正化について周知徹底を行

い、再発防止に努めること。 また、職員に

対しても厳格に指導すること｡」という御指

摘でございます。 

 ＥＴＣカードの管理体制につきましては、

平成27年10月９日付で、各所属長に対し通知

を行いまして、適正な管理の徹底を求めたと

ころでございます。 

 さらに、人事異動に伴いますＥＴＣカード

取扱責任者の変更が生じます年度当初におい

ても、改めて再度通知を行いまして、カード
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の適正管理について職員への指導を行ったと

ころでございます。 

 こうした取り組みの結果、御指摘を受けて

以降、ＥＴＣカードの紛失事案は発生してい

ないということでございます。 

 今後も引き続き、ＥＴＣカードの適正な管

理について周知徹底を行い、再発防止に努め

てまいります。 

 続きまして、総務部の平成27年度決算概要

について、お配りをしておりますお手元の

「決算特別委員会説明資料 総務部」と表紙

に書いております資料により御説明をさせて

いただきます。 

 １ページの平成27年度歳入歳出決算総括表

をごらんいただきたいと思います。 

 総務部の決算に関連します会計は、一般会

計、全国型市場公募地方債の発行に係ります

公債管理特別会計、そして、市町村が行いま

す公共施設等の整備事業に係ります市町村振

興資金貸付事業特別会計の３会計となってご

ざいます。 

 これらの３会計を合わせました歳入の決算

状況でございますが、収入済み額が7,058億

9,816万円、不納欠損額は３億9,463万円余、

収入未済額は30億7,799万円余となってござ

います。不納欠損額と収入未済額は、県税及

びその加算金に係るものでございます。 

 次に、３会計を合わせました歳出の決算状

況でございますが、支出済み額は3,174億

9,840万円余、繰越額は４億1,403万円余、不

用額が15億814万円余でございます。 

 不用額の主なものについては、人件費の執

行残、経費節減等に伴います執行残などでご

ざいます。 

 以上が総務部の平成27年度歳入歳出決算の

概要でございます。 

 詳細につきましては各課長から説明いたし

ますので、よろしく御審議のほどお願い申し

上げます。 

 

○池田和貴委員長 ありがとうございまし

た。 

 引き続き、各課長から説明をお願いいたし

ます。 

 

○平井人事課長 人事課長の平井でございま

す。着座にて御説明いたします。 

 まず、平成28年度実施の定期監査におきま

して、総務部各課の御指摘事項はございませ

ん。 

 続きまして、人事課の決算につきまして御

説明申し上げます。 

 お手元の資料の平成28年度決算特別委員会

説明資料、総務部の２ページをお願いいたし

ます。 

 歳入に関してでございますけれども、諸収

入の各項目とも調定額どおりの収入となって

おり、不納欠損額、収入未済額はともにござ

いません。 

 続きまして、３ページをお願いいたしま

す。 

 歳出についてでございます。 

 まず、総務管理費のうち一般管理費でござ

いますが、職員40名分の給与費等でございま

す。 

 不用額は4,959万円余となっております。

備考欄にありますように、その主なものは、

時間外勤務手当の執行残でございます。これ

は、災害対応等の時間外勤務手当を人事課で

一括管理しておりますが、その分の執行の残

ったものでございます。 

 次に、下段の人事管理費についてでござい

ます。 

 知事部局職員の退職手当及び課の運営経費

等でございます。 

 不用額１億3,855万円余となっております

が、主なものは退職手当等の執行残でござい

ます。 

 以上が人事課分でございます。よろしくお

願いいたします。 
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○竹内財政課長 財政課の竹内でございま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

 資料のほう、４ページをお開きお願いいた

します。 

 まず、一般会計について御説明申し上げま

す。 

 ここ４ページから当課13ページまで、歳入

関係ございますが、財政課の歳入におきまし

て、不納欠損額、収入未済額ともにございま

せん。 

 まず、４ページ上段をお願いいたします。 

 地方譲与税でございます。 

 予算規模に対しまして、２億1,000万円余

収入済み額がふえております。これは、特に

下から２段目の地方揮発油譲与税、これが見

込み額より多かったことに伴うものでござい

ます。 

 同じく、４ページの最下段の地方交付税で

ございますが、特別交付税の交付額が見込み

額を上回り、11億4,000万円余の収入増とな

っております。 

 次に、５ページをお願いいたします。 

 上段の国庫支出金、中段の財産収入及び最

下段から次の６ページ上段の繰入金までは、

それぞれ調定額どおり収入されているところ

でございます。 

 次に、６ページをお願いいたします。 

 中段から最下段の諸収入につきまして、調

定どおり収入しております。 

 なお、６ページ中段に宝くじ収入がござい

ますが、これにつきましても、見込み額を上

回り、予算現額よりも6,000万円余多く収入

いたしているところでございます。 

 次に、７ページをお願いいたします。 

 このページから13ページ上段まで、県債の

ほうを掲げております。全て調定額どおり収

入しております。 

 なお、予算現額と収入済み額との比較欄

で、182億円余の減となっておりますが、こ

れは、県債を財源といたします建設事業等の

予算を、27年度から28年度に繰り越したこと

などによるものでございます。 

 続きまして、ページ飛びまして13ページの

ほうをお願いいたします。 

 中段をごらんください。２段目の繰越金、

それから最下段の地方特例交付金につきまし

て、予算現額どおり収入しております。 

 下から２段目の交通安全対策特別交付金に

つきましては、交付額が見込み額を上回って

おり、予算現額より収入済み額がふえている

ところです。 

 次に、歳出について、14ページ以降で御説

明申し上げます。 

 まず、総務費の不用額は、職員の赴任旅費

等を財政課で一括計上しておりますので、そ

の執行残になります。 

 それから、15ページでございますが、上段

の公債費、こちらの不用額は、公債管理特別

会計への繰出金の減によるものでございま

す。 

 次に、下段の予備費でございますが、こち

ら、予算額２億円のうち１億4,600万円余を

執行しております。不用額は5,300万円余と

なっております。 

 最後、16ページのほうをお開きください。 

 ここから、県債の管理とその経理の適正を

図るために設置しております公債管理特別会

計でございます。 

 まず、16ページ、歳入のほうにつきまして

は、いずれも調定額どおり収入しておりま

す。 

 17ページのほうをお願いいたします。 

 こちらは歳出でございますが、借換債や市

場公募債発行に伴います、元金及び利子の償

還金並びに発行手数料等でございます。 

 財政課は以上のとおりでございます。御審

議のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

○田原県政情報文書課長 県政情報文書課の
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田原でございます。よろしくお願いいたしま

す。 

 決算の状況につきまして、資料の18ページ

をお願いいたします。 

 歳入でございますが、不納欠損額及び収入

未済額はございません。 

 次に、19ページをお願いいたします。 

 歳出でございますが、主なものを御説明い

たします。 

 まず、上から３段目の文書費でございます

が、これは、行政文書の管理等に要する経費

でございます。 

 執行残790万円余は、備考欄にあります、

各事業における入札に伴う執行残及び経費節

減に伴うものでございます。 

 次に、一番下の大学費でございますが、こ

れは、公立大学法人熊本県立大学に対する運

営費交付金、それと法人評価委員会の運営費

用でございます。執行残は、評価委員会に係

る執行残でございます。 

 以上、よろしく御審議をお願いいたしま

す。 

 

○下村総務事務センター長 総務事務センタ

ーの下村でございます。よろしくお願いしま

す。 

 20ページをお願いいたします。 

 歳入でございますが、いずれも調定額どお

りに収入済みとなっておりまして、不納欠損

額、収入未済額はともにございません。 

 次、21ページをお願いいたします。 

 歳出でございますが、主なものを御説明い

たします。 

 中段の人事管理費でございますが、支出済

み額、５億6,765万円余となっております。

その内訳は、備考欄に記載のとおりでござい

ます。 

 不用額1,648万円余の主なものとしまして

は、庶務事務システムにおける維持管理費や

職員住宅管理費等の執行残などによるもので

ございます。 

 総務事務センターは以上でございます。御

審議のほどよろしくお願いします。 

 

○満原財産経営課長 財産経営課の満原でご

ざいます。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 決算状況について御説明申し上げます。説

明資料の22ページをお願いいたします。 

 まず、歳入でございます。 

 全科目にわたりまして、不納欠損額、収入

未済額はございません。 

 説明資料の下段に、財産売り払い収入が６

億2,748万円ございます。これは、菊池職員

住宅跡地、農業試験場跡地(Ｄ区画)などの９

件の未利用県有財産の売却収入でございま

す。予算現額に対しまして、６億500万円余

の増となっておりますが、売却予定の実績の

差によるものでございます。 

 なお、この売却物件の詳細につきまして

は、別冊の資料になっております決算特別委

員会附属資料、10ページ、11ページに記載し

ております。後ほどごらんいただければと思

いますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 それでは、説明資料の24ページにお戻りい

ただきまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 主なものとしまして、下段の財産管理費で

ございますが、これは、県庁舎及び総合庁舎

等の管理費、普通財産などの管理費や処分費

でございます。 

 9,861万円余が不用額となっております。

これは、光熱水費等の管理経費の節減や庁舎

の維持管理業務委託などの入札残などによる

ものでございます。 

 財産経営課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○塘岡私学振興課長 私学振興課の塘岡でご
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ざいます。よろしくお願いいたします。 

 説明資料の25ページをお願いいたします。 

 まず、歳入でございます。 

 使用料及び手数料、そして、中段から26ペ

ージ一番下までの国庫支出金、そして、27ペ

ージの財産収入、繰入金、諸収入及び繰越金

において、不納欠損額及び収入未済額はござ

いません。 

 次に、28ページをお願いいたします。 

28ページからが歳出でございますが、主なも

のを説明いたします。 

 下段の教育費でございますが、私学振興費

として125億7,600万円余の支出済み額となっ

ております。これは、私立高等学校21校、私

立中学校９校、私立幼稚園93園に対する経常

費補助金などでございます。 

 9,200万円余が不用額となっていますが、

この不用額を生じた主な理由といたしまして

は、29ページの備考欄20番目の私立高等学校

等就学支援金事業について、対象となる生徒

数が見込みより少なかったこと、次に、26番

の私立学校施設耐震化促進事業についてでご

ざいますが、補助対象工事が当初見込み金額

より少なくなったことなどによるものでござ

います。 

 次に、繰り越しについて御説明申し上げま

す。別冊の決算特別委員会附属資料をお願い

いたします。 

 ページをめくっていただきまして、３ペー

ジをお開きお願いします。 

 私立学校施設耐震化促進事業における明許

繰越しとして、予算額のうち１億9,400万円

余について、平成28年度へ繰り越しさせてい

ただいたものでございます。高校の耐震診断

が３棟、耐震補強２棟、耐震改築３棟及び当

該事務に係る事務費が対象となっておりま

す。 

 繰り越しの理由でございますが、既存の建

物を一部残す形での改築が、法令上の基準を

満たさないことが判明したことに伴う設計内

容の見直し等に時間を要し、年度内の工事完

了が困難となったことによるものでございま

す。 

 なお、繰り越し対象の全ての学校におきま

して、現在工事を進めており、年度内完了の

予定でございます。 

 また、次の４ページをお願いいたします。 

 明許繰越しと同じく、私立学校施設耐震化

促進事業において、昨年度繰り越しました９

億1,600万円余のうち、１億7,600万円余を再

度繰り越すものでございます。 

 事故繰越の理由としましては、高校の耐震

改築工事におきまして、くい工事の際に、掘

削箇所の周辺地盤が崩落するなどして工事が

遅延し、年度内の工事完了が困難となったた

め、やむを得ず繰り越すものでございます。 

 なお、当該学校におきましても、現在工事

を進めており、年度内完了の予定でございま

す。 

 私学振興課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○沼川市町村課長 市町村課の沼川でござい

ます。よろしくお願いします。 

 決算の状況について御説明いたします。 

 説明資料の本体のほう、31ページをお願い

いたします。 

 まず、一般会計です。 

 32ページにかけて歳入を記載しております

が、不納欠損額、収入未済額ともにございま

せん。 

 続きまして、33ページをお願いいたしま

す。 

 一般会計の歳出でございますが、不用額が

大きな項目を中心に御説明いたします。 

 まず、上から４段目、地域振興局費です

が、これは、広域本部、地域振興局の管理運

営費や政策調整事業に要する経費でございま

す。 

 不用額2,219万円につきましては、入札残
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や経費節減等に伴う執行残でございます。 

 次に、一番下の段、自治振興費ですが、こ

れは、サマージャンボ、それからオータムジ

ャンボ宝くじの市町村交付金、それに、住民

基本台帳ネットワークシステムの運営経費

や、平成26年度からの繰越事業であります、

地方創生市町村支援事業などに要した経費で

す。 

 不用額の1,192万円余につきましては、経

費節減等に伴う執行残でございます。 

 34ページをお開きください。 

 一番下の段の知事選挙費です。 

 不用額１億1,117万円余を計上しておりま

す。この不用額は、立候補者数を多目に見込

んでいたことや市町村の投開票経費の節減が

図られたことによるものです。 

 なお、知事選が３月27日の執行であったた

め、減額補正ができなかったことに伴いまし

て、多額の執行残が出ております。 

 次に、35ページをごらんください。 

 ここからは、市町村振興資金貸付事業特別

会計でございます。 

 35ページの歳入につきましては、不納欠損

額、収入未済額ともにございません。 

 36ページをお開きください。 

 歳出になります。 

 まず１段目、市町村振興資金貸付金です。 

 昨年度は、３団体に合計２億6,390万円の

新規貸し付けを行っております。 

 不用額の3,627万円につきましては、その

貸付金等の執行残でございます。 

 下の段、２段目の一般会計繰出金ですが、

これは、広域本部、それから地域振興局の政

策調整事業並びに消防広域化推進費の一般の

財源として、一般会計に繰り出しをしたもの

です。 

 不用額の1,923万円につきましては、ほと

んどが広域本部・地域振興局政策調整事業の

執行残でございます。 

 市町村課は以上でございます。御審議のほ

どよろしくお願いいたします。 

 

○松岡消防保安課長 消防保安課の松岡でご

ざいます。どうぞよろしくお願いをいたしま

す。 

 決算の状況について御説明いたします。資

料の37ページをお願いいたします。 

 これから38ページにかけまして、歳入につ

いて記載をいたしております。 

 内容につきましては、危険物や高圧ガス関

係、それから電気工事士関係の手数料の収入

でございます。不納欠損額、収入未済額はと

もにございません。 

 

 次に、39ページをお願いいたします。 

 歳出についてでございますが、主なものを

御説明いたします。 

 まず、上から３段目の防災費・防災総務費

につきましては、職員給与費や防災消防ヘリ

コプター管理運営に要する経費でございま

す。 

 不用額570万円余は、右側備考欄にありま

すとおり、経費節減等に伴う執行残でござい

ます。 

 続きまして、次の段の防災費・消防指導費

でございますが、消防学校教育訓練機能強化

事業、消防学校管理運営費などでございま

す。 

 不用額1,080万円余ございますが、消防学

校教育訓練機能強化事業の入札残、それか

ら、そのほか経費節減に伴う執行残でござい

ます。 

 最下段には、商工費・火薬ガス等取締費に

ついて記載をしております。 

 職員給与費、それから高圧ガス取締費でご

ざいますが、不用額につきましては、経費節

減に伴う執行残でございます。 

 続きまして、繰越事業について御説明をい

たします。 

 別添資料、決算特別委員会附属資料の５ペ
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ージをお願いいたします。 

 28年度への繰越額4,269万円余は、防災消

防ヘリコプター管理運営費のうちの防災航空

無線デジタル化に要する経費でございます。 

 右の欄、繰り越し理由をごらんいただきま

すと、防災消防ヘリ無線のデジタル化整備を

行う専用工場に年度内に空きがなかったため

に、事業完了が困難となり、翌年度に繰り越

したものでございます。 

 なお、整備につきましては、平成28年５月

に終了をいたしております。 

 消防保安課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○井芹税務課長 税務課の井芹でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 決算の状況について御説明いたします。 

 本体の説明資料のほうに戻っていただきま

して、40ページをお願いいたします。 

 まず、歳入に関しまして、県税の決算状況

について御説明申し上げます。 

 １行目の県税の欄をごらんください。 

 ２つ目の調定額1,624億396万円に対し、収

入済み額1,589億5,700万円余、不納欠損額が

３億9,400万円余で、差し引き30億5,100万円

余が収入未済額となっております。 

 収入未済額を予算現額と比較しますと、３

億1,900万円余の増収となっております。な

お、県税は、平成22年度決算以降、５年連続

して増収となっております。 

 各税目とも、おおむね収入済み額は予算現

額を上回っております。特に、下から４段目

の事業税につきましては、税率改正により、

次の41ページの１行目の法人事業税の備考欄

のすぐ左側のこの予算現額との比較の欄のと

ころでございますけれども、予算現額を10億

2,700万円余上回っております。 

 同じく、41ページの７段目の自動車税につ

きましては、見込んでいた定期賦課台数が予

想より少なかったため、予算現額を下回って

おります。 

 次に、43ページをお願いいたします。 

 ４段目の産業廃棄物税までが県税でござい

まして、次の地方消費税清算金からは税外収

入でございます。 

 45ページをお願いいたします。 

 45ページの最下段の諸収入に2,600万円余

の収入未済額がございますが、これは、主に

次の46ページの１行目の加算金に係るもので

ございます。 

 次に、県税の収入未済額の状況につきまし

て、別冊の平成28年度決算特別委員会附属資

料で御説明申し上げます。 

 ６ページをお願いいたします。 

 平成27年度収入未済に関する調べの表の２

の収入未済額の過去３カ年の推移で、平成25

年度、26年度、27年度について、縦の税目ご

とに、横に過年度分、現年度分、計の順番で

収入未済額を記載しております。各年度の計

の最下段の合計欄をごらんください。 

 県税の収入未済額は、毎年度減少しており

まして、平成25年度、40億1,800万円余、26

年度、34億8,200万円余、平成27年度は30億

5,100万円余と、これは前年度の26年度から

４億3,000万円余を圧縮することができまし

た。 

 税目別では、１行目の個人県民税が収入未

済額の約８割を占めておりますが、こちらも

年々減少しており、昨年度、平成27年度の計

のところで24億4,500万円余と、前年度に比

べ４億1,400万円余を圧縮したところでござ

います。 

 次に、７ページをお願いいたします。 

 ３の平成27年度収入未済額の状況ですが、

収入未済額の状況を、滞納整理の段階に応じ

て、納税交渉中から執行停止の４つの区分に

整理しております。 

 同じく、７ページの下段、４、平成27年度

の未収金対策をお願いいたします。 

 １の実施した取り組み内容ですが、(1)の
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滞納処分の徹底及び早期着手と、あけていた

だいて８ページの上から７行目のところです

けれども、(2)の個人県民税の徴収強化に重

点を置いて税収の確保に取り組みました。 

 ただ、先ほど総務部長の総括説明にもあり

ましたけれども、熊本地震の影響を踏まえま

して、平成28年の４月、５月の出納整理期間

中の滞納整理は控えておりました。 

 この個人県民税につきましては、制度上、

市町村がそれぞれの市町村民税とあわせて県

民税も徴収することになっております。 

 地震発生後は、被災した市町村を中心に、

地震後の災害対応を優先し、税の徴収事務の

継続が難しい状況でございましたが、地震発

生前までに県の広域本部収税担当課と市町村

が連携して、そこの(2)の①に記載しており

ます、併任徴収や徴収引き継ぎなどの徴収率

向上に係る取り組みを強化してもらっていた

ことから、昨年度からさらに収入未済額の圧

縮を図ることができたところでございます。 

 このような取り組みの状況から、２の取り

組みの成果のところですが、(1)の徴収率

は、現年度繰り越し分合計で、平成26年度と

比べ0.6ポイントアップの97.9％と、過去最

高の徴収率を達成しました。 

 また、次の(2)の滞納繰越額につきまして

も、30億5,000万円余と、平成26年度比で４

億3,000万円余の圧縮にもつながったところ

でございます。 

 ３の平成28年度以降の取り組みとしまして

は、熊本地震による県民生活への影響も想定

されることから、(1)熊本地震後の滞納整理

として、税負担の公平性の観点から、滞納処

分については、適正かつ厳正に取り組むもの

の、滞納者個別の状況を的確に把握した上

で、徴収の猶予、滞納処分の執行停止等、納

税緩和制度の適用を行うなど、被災者へ配慮

しながら取り組んでまいります。 

 また、(2)の個人県民税対策につきまして

も、２つ目のポツのところですが、熊本地震

の被害が大きかった市町村に対して、徴収業

務体制の聞き取り等意見交換をしながら、被

災市町村の実情に即した支援を検討してまい

りたいと思います。 

 さらに、(3)の納税者の利便性の確保策と

して、２つ目のポツのところですが、自動車

税、個人事業税、不動産取得税について、平

成29年度からのクレジットカードによる納付

の導入に向け、現在、システム改修等の準備

を進めているところでございます。 

 次に、歳出でございます。申しわけござい

ませんが、厚いほうの本体説明資料のほうに

お戻りいただきたいと思います。説明資料の

47ページをお願いいたします。 

 歳出に関する調べの表の真ん中のところで

すけれども、徴税費でございますが、初めに

税務総務費は、税務行政の管理、運営に関す

る経費でございます。不用額の3,200万円余

は、職員給与費等の執行残と経費節減等によ

るものでございます。 

 最下段の賦課徴収費は、市町村に対する徴

収取扱費や納税者に対する過誤納還付金等の

経費で、不用額8,300万円余は、これらの執

行残でございます。 

 あけていただいて、48ページから49ページ

にかけては諸支出金でございますが、これ

は、税収の一定割合を市町村へ交付する交付

金でございまして、不用額は、いずれも実績

が見込み額を下回ったことによる執行残でご

ざいます。 

 税務課は以上でございます。よろしく御審

議のほどお願いいたします。 

 

○池田和貴委員長 以上で執行部の説明が終

わりました。 

 それでは、２時15分まで休憩させていただ

きたいと思います。 

  午後２時６分休憩 

――――――――――――――― 

  午後２時13分開議 
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○池田和貴委員長 それでは、時間前でござ

いますが、これから会議を再開したいと思い

ます。 

 それでは、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○松田三郎委員 総務部長の冒頭の御説明を

いただきまして、総務部としての措置状況を

報告しますというような話がありました。 

 実は、県議会のこの特別委員会も、かつて

は大体２月議会で議決をしてということでし

たけれども、できるだけ早目に認否なり委員

長報告をして、議論の過程でいろいろ出た意

見を踏まえて次年度に向けるような予算の執

行でありますので、県政全般にわたって反映

していただこうということで、この12月の最

終日に委員長報告をするということになって

おります。 

 私も、久しぶりの決算委員会でございます

ので、27年度――何かはるか昔のような感じ

もいたしますが、これを若干、総務部は２つ

ということですが、ちょっと一般論で結構で

すけれども、質問、審議を続けて12月議会で

委員長報告になる。それを、例えば、まあこ

れからの話でありますけれども、いろいろ総

務部に対してこういうのがあったというの

を、例えば次年度には、もちろん人事異動で

――部長はかわらないですよね。課長なんか

も異動もあろうかと思いますが、ちょっと細

かな話ですが、どの時点で、どういったこの

部内のあるいは各課に、こういったところを

やっぱり特に気をつけてくださいというよう

な周知がなされるのか。まあ、各部局、公室

によって若干違うかもしれませんが、ある程

度そういうのをお聞きしとかんと、我々もテ

ンションが上がらないといいますか、どうい

う形で反映するように心がけておられるのか

なというのを、ちょっと教えていただければ

と思います。 

 

○池田総務部長 決算のこのタイミングとい

うのは、非常によいタイミングだと思ってい

まして、ちょうどこれから当初予算の編成も

始まってくるというタイミングでございます

ので、当初予算、やはり佳境を迎えるのは年

末年始というタイミングでもございますの

で、今回、決算の審査をいただき、また、12

月に御指摘いただいた中で、翌年度の予算な

り、執行なりに反映させていくという、よい

タイミングだと思います。 

 そういった意味では、12月の御指摘を受け

て、適切に次年度の予算なり、執行なりに反

映させていきたいというふうに考えておりま

す。 

 

○松田三郎委員 おっしゃるように、ちょう

どかぶってといいますか、年末にかけて、年

明けにかけてということでしょうから、大体

じゃあほかの部局も一緒ということですよ

ね。 

 

○池田総務部長 そのように認識をしており

ます。 

 

○池田和貴委員長 よろしゅうございます

か。 

 

○松田三郎委員 はい。結構です。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんでし

ょうか。 

 

○岩中伸司委員 主要な施策の成果の中で、

８ページに、これは行財政改革の成果として

報告をされていますが、１の(2)知事部局の

職員定数、４年間で197人減ということです

が、これは単年度分じゃなくて、４年間で計

画的に、これが定員管理計画の推進という形

でなされているというように思いますが、こ

れは金額はどれくらいになるんですか。 
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○平井人事課長 197人の減ということでご

ざいますので、直接積み上げてはおりません

けれども、平均の人件費でいきますと、１人

当たりがおおむね800万程度と考えていただ

ければよろしいかと思いますので、200人で

16億円程度の金額になるかと考えておりま

す。 

 

○岩中伸司委員 確かに、減らしたら、財政

はその分だけ、16億、単年度でマイナスにな

って、財政面で見ればいいようですが、私は

非常に心配をするのは、この削減、これは計

画的になされているわけですけれども、最

近、特にこの震災後は、県庁の職員の人たち

は、もう目の回る忙しさの中で、こういう削

減を本当に成果として見ていいのかどうなの

か。もう少しここら辺、削減――必要性の問

題ですよ、１つはね。197人の人たちの後を

どういう形で補っているのか。他の職員の人

にそれがかぶってきているような感じがし

て、ますます忙しそうな職場の状況のように

思うんですけれども、そこをやっぱり改善す

るような方向でいかなければいけないように

思うんですけれども、まあ財政面だけでいけ

ば成果の部分でしょうけれども、そうじゃな

いように私は思うんですが、どう理解したら

いいでしょうか。 

 

○平井人事課長 定数の管理につきまして

は、他の自治体との比較ですとか、いろんな

指標をもって基本的なトレンドを決めており

ます。 

 その中で、人を減らしていくに当たって

は、幾つかの手法で代替策といいますか、対

応をとってきたというふうに考えておりまし

て、１つは、民間に委ねるというような形で

民間委託をしていく、あるいは正職員の活用

ではなくて外部の力を使っていくような、端

的に言いますと人材派遣であったり、非常勤

職員の活用であったりといったものが考えら

れます。 

 それともう一つが、事業そのものの見直し

をしていくということで、業務量そのものを

スクラップ、必要なものについてはビルドし

ていく中で総量を減らしていく、そういうよ

うな対応をしながら人員の減に対して対応し

ていくという、こういう考え方で基本的には

来ておるというふうに考えております。 

 

○岩中伸司委員 今おっしゃったような内容

でいけば、確かに職員は減らしても業務は回

っていくかもしれませんけれども、できれば

そういうやり方じゃない、本来の県職員がち

ゃんと仕事をするような形で進めていってい

ただきたいなというような気持ちを常々持っ

ているところです。ですから、この行財政改

革の中での人員削減については、非常に今で

も疑問を持っているし、反対という立場でい

るんですね。 

 まあ、ここでやりとりしてもそうもいきま

せんけれども、今説明いただいたのでカバー

されているということですから――やっぱり

しわ寄せはどこかに来ているというふうに思

いますので。例えば非常勤とか民間委託とか

するといえば、今までの条件よりもやっぱり

マイナス面でしか移行していかないと私は思

うんですね。そういうのをやっぱり県の行政

で進めていっちゃいかぬなというのを感じて

いますので、これは私の見解で、できれば改

善をしていただきたいと要望しておきます。 

 

○平井人事課長 御指摘のような、いわゆる

危惧、懸念事項というのは実際存在するのか

なと思っております。 

 そういった問題が生じないように、やり方

のところで工夫をしながら、一つ一つ――切

りかえどきというのはどうしても多少のぎく

しゃくもあろうかと思います。そういうのを

きっちり見ながら、だんだん体制を整えてい
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くという形で、そしていい形になればという

ふうに思っております。 

 

○池田和貴委員長 岩中委員、よろしいです

か。 

 

○岩中伸司委員 はい。 

 

○池田和貴委員長 済みません、ちょっと関

連してですけれども、ことし、先ほど監査委

員のほうからも、皆さんからも御指摘ありま

したが、本当に想像を超える大震災がありま

した。そういった中で、いわゆる震災対応に

当たって、やはり皆さん大変だったと思うん

ですよね、もう発生から５カ月を過ぎており

ますが。 

 今、岩中委員の御指摘もありましたが、本

当にこういった大規模な震災を受けることを

想定しての人員削減ではなかったんじゃない

かと思うんですが、そういったものが、まあ

今年度のこの決算には関係ありませんが、ど

うだったかというのは、やはりしっかりと見

ていただくほうがいいのではないかというふ

うに思いますので、この決算委員会の中で

は、もちろん期間が対象ではありませんが、

そういったところもしっかり見ていただけれ

ばというふうに思っております。 

 

○城下広作委員 せっかくだから、ちょっと

関連で一言。 

 済みません、震災のことで、人間を減らす

ことでどういう弊害があるかというと、多分

新聞で記憶してるのですが、熊本市の職員の

方が、何かこの震災関係で、一月の残業時間

が350時間だとか、何かそういうふうなこと

が――要するに、人が、極端に言えば、通常

少ないから、ただこうやって一遍にどんとあ

ったら、１人で300何十時間という残業にな

る。 

 私は、若いときに民間で経験したけれど

も、大体それは無理な時間だというふうに思

っていて、残業のカウントの考え方が違うん

じゃないかなということでちょっと疑問を投

げたことがあるんですけれども、いずれにし

ろ、それを問題にするつもりはなくて、いわ

ゆる少なくしておくと、いざとなったときに

は同じ人間にぐっとなる、そのときに人間が

壊れるという原則もあるから、平時何もない

ときは、多過ぎたらまたこれは無駄な経費に

なって、非常にこれは難しくて、ただ、１人

に何百とかということは、これは現実的に無

理で、そのときには臨時的に人間をぐっと投

入するとか、そういうやり方という考え方も

持っとかないと、何か――人間の数というの

は非常に難しくて、そのトータルバランスか

ら考えて導くという感じは大事なのかなと、

今ちょっと話を聞いて思いました。これは答

弁はよろしいです。 

 聞きたいのは、この部分で税務課のほうで

すが、大変税の徴収を頑張っていただいて、

すばらしい結果でいいなというふうに思うん

です。これは、ずっと以前の決算からもやっ

ぱり税の徴収というのは課題があって、なか

なか難しい時期もあったと。だんだんだんだ

んこれがプラスになって、いい形になった。 

 この雰囲気なんですけれども、いろいろ徴

収の工夫をして、その効果が大きく出ている

というのも大前提で、それともう一つは、徴

収に対する当たり方の部分として、やっぱり

納めてもらうんだという、ある意味では少し

強気といいますか、そういうパターンのほう

のシフトなのか、それとも、納得するよう

な、ああ、そうなんだと、納得してという形

で皆さんが協力するようになってきたという

傾向なのか、どっちなのかがちょっと、感想

として。 

 

○井芹税務課長 税務課でございます。 

 先ほどちょっと御説明した中でありました

ように、特に県税の中ではウエートが高い個
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人県民税、これは８割を占めておりますの

で、こちらが、結局、この徴収を市町村と提

携してかなり強化してきたという部分で徴収

率も上がってきたというところがありますの

で、税としては、やはり自主納付が原則でご

ざいますので、納税者の方々が納得して納め

ていただくという形が理想です。 

 ただ、なかなかそういう方々ばかりでもな

いものですから、そこはきちんと税の公平性

を確保するために滞納整理もやっておりま

す。それを両方ですね。片一方では、その自

主納付にできるだけしてもらうように、いろ

んな形で納税意識の高揚のためのＰＲとか租

税教育とか、そういうような形でやっており

ます。 

 一方で、きちんと納めていただかない方に

対しては、厳正に対応しているという形で、

そういうのが特に税収が多い個人県民税につ

いて、市町村と一緒に連携してやった結果が

このような形になっているかなというふうに

思っております。 

 以上です。 

 

○城下広作委員 徴収をされる方によって

は、大変、一番やりにくい仕事を頑張ってい

ただいている。そういう中で、こういう徴収

に当たって、非常に悪口雑言みたいなのを浴

びて、これはやっとられぬというような形の

件数というのは、やっぱり結構あるんです

か。その辺の現場の声なんかはどうなんでし

ょう。 

 

○井芹税務課長 多分あると思いますけれど

も、そこは直接的にはもう、それが税務職員

の仕事だということでやっておりますので、

特に本庁税務課まで声は上がってきておりま

せん。やはり、税務職員は、非常に意識高く

やっておりますので、そこはぐっとのみ込ん

でやっているという形だと思います。 

 以上です。 

 

○城下広作委員 ぜひ頑張ってください。 

 

○西岡勝成委員 ２点お尋ねをいたしたいと

思いますが、総務部長に、各部各課、経費節

減ということで、非常に財政厳しい中、それ

ぞれ努力をされておられるんですけれども、

金というのは、自分より遠いほど節約しにく

いと。最近は、何か自分で管理してちゃんと

やるんですが、遠いほど節約しにくいという

面があります。財政非常に厳しい中ですか

ら、それぞれの各部各課、努力をされている

からこの結果があるんですが、何か目標を設

定して、ことしはこういうことに節減しよう

じゃないかというようなことはあるんでしょ

うか。 

 

○池田総務部長 やはり、年度年度で予算編

成に当たってシーリングをかけたりという形

で、各部局に協力をお願いしているという経

緯がございます。それは、その時々の財政状

況を見て、やっぱり緊縮しなければいけない

という目的があったり、今で言えば、震災の

復旧、復興に向けて、いかに財源を確保して

いくのかというところの観点から、今後、各

部局に、経費節減を含めて、しっかりやって

もらわなきゃいけないというふうに考えてお

ります。 

 恐らく、通常の事業に加えて、膨大な復

旧・復興工事はこれからもやっていかなきゃ

いけない中で、既存の経費、既存の事業につ

いては、ある程度効率化なり、経費の節減を

していかなければいけないというふうに考え

ております。 

 今後も、いろいろ予算編成の作業等に入っ

てきますが、今はやはり復旧、復興の観点か

ら、そちらに人や財源をシフトするために

も、各部局に御協力いただかなければいけな

いというふうには考えているところでござい

ます。 
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○西岡勝成委員 県庁内の冷暖房にいたしま

しても、あんまり辛抱し過ぎると、今度は非

効率になって、矛盾があるところはあるんで

すね。私たちも、議会棟から行政棟にいつも

行きますけれども、こんなに暑い中で、今は

ノーネクタイでやっておられますから随分違

うと思いますけれども、やっぱり限度という

ものがあるし、再生用紙を使ったり、いろい

ろ細かい部分はあると思うんですが、その辺

は、やっぱり何か県庁全体で、こういうテー

マをことしはやったらどうかなというような

感じでやられると、みんな目標が――あんま

りけちっちゃやっぱり世の中まずくなるの

で、その辺のことをみんなで話し合いなが

ら、効率的な節減というのができればと思い

ますので、よろしくお願いします。 

 もう１つ、市町村課、私たちの選挙に関し

てですが、この前、私たちは、この３人、離

島を抱えている選挙区なんですけれども、選

挙カーで行けないものですから、フェリーで

行けるんですけれども、フェリーの時間を待

っとったら効率的に回れないので、貸し切り

船も頼むんですけれども、そのときの費用は

出ないんですかね。 

 

○沼川市町村課長 市町村課です。 

 ガソリン代は、たしか公費負担で見るとな

っていますけれども、借り上げ費は、ちょっ

と調べてみないと、今ここでちょっと明確な

ことは申し上げられないので。 

 

○西岡勝成委員 どう、山口副委員長。私、

聞いたとき、出ないと言われたんです。船で

行かないと選挙運動できないんです。フェリ

ーもあるんですが、御所浦の場合はありま

す、湯島は知りませんけれども。船を貸し切

ってやっぱり回るんですよ。そうせんと、と

てもじゃないけど、フェリーの時間帯は、１

日に何便かしかフェリーがありませんので、

その分貸し切り船代をと言ったら、だめだ

と。私はおかしいと思うんですけれども。 

 

○沼川市町村課長 そこは、確認して早急に

…… 

 

○西岡勝成委員 ぜひ。 

 

○早田順一委員 昨年の決算特別委員会のと

きに指摘があった点で、ちょっと２点お尋ね

をいたしますけれども、まず１点が、知事公

室の広報のほうですね。 

 御指摘があったのを覚えていらっしゃいま

すかね。要は、広報に関して、不用額が

2,300万円ほど出ておりますけれども、その

中で、一番下の海外向け広報強化事業、それ

から、その上の首都圏広報強化事業、こうい

うのがあるけれども、恐らく言われた委員の

方は、海外向けの広報強化事業というのが少

ないということで、それをうまく考えてもら

えないかという御指摘だったと思いますけれ

ども、その対応としてどうなったのかが１点

と、それともう一つが、総務部の33ページの

市町村課ですね。地域振興局費で、これもま

た不用額が2,200万円ほど出ておりまして、

昨年度の決算の指摘によれば、非常に地域振

興局が、昔と今は違って、人も減らされて、

地域と職員とのコミュニケーションというの

がだんだん少なくなってきているので、そう

いった不用を出すぐらいなら、そういうお金

をそういう交際費、そういったものに使った

らどうかという御指摘があったと思います

が、その点の対応についてお尋ねします。 

 

○倉光広報課長 広報課でございます。 

 海外向け広報強化事業でございますが、現

在、ここに載せておりますものは、主に海外

向けのフェイスブック等の発信に要する経費

でございます。 

 御指摘のありましたその広報につきまして
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ですが、今年度は、県庁各課もそれぞれ、例

えば国際課ですとか観光課ですとか、海外に

向けてやっている部分がありまして、今年度

は、広報課のほうで、それら関係課の、まず

どういったことをやっているのか、ヒアリン

グをし――なかなか一足飛びにまとめてとい

うことはできないんですけれども、今年度

は、まず香港に重点を置きまして、香港の観

光雑誌に、庁内関係課からの情報をもとに、

もともと特集を組まれる予定がございました

ので、それに熊本県情報を載せるということ

を予定しております。 

 まずはそれを足がかりに、あとは県庁各課

と連携しながら、より効果的な海外広報に努

めてまいりたいというふうに考えておりま

す。 

 

○沼川市町村課長 市町村課です。 

 今、早田委員からの御指摘ですけれども、

これは、毎回、決算委員会で各委員の方から

執行残が多いというふうに御指摘いただいて

いる点で、市町村課でも、これまで数次にわ

たって使い勝手がよくなるようにさまざまな

見直しもやってきておりまして、以前より執

行残は減ってきているところですが、昨年

度、若干執行残が多いのは、ちょっと言いわ

けっぽく聞こえますけれども、確かに人員が

減っている中で、地方創生で国の交付金のほ

うが流れてきましたので、そちらのほうの地

方創生に係る市町村総合戦略策定支援とか、

そういったことで相当職員はそちらのほうに

注力しました関係で、この実際の振興局の政

策調整事業のほうが執行残が多かったのかな

というふうに、こちらのほうとしては今分析

をしているところです。 

 もう一つは、逆に、地域づくりの夢チャレ

ンジのほうで、地域の事業のほうが逆に執行

額が上がっておりまして、その時々、観光の

ほうに注力したのか、それとも地域づくりの

ほうに振興局が事業のウエートを置いてやっ

たのか、このあたりも関係しているのではな

いかというふうに考えているところです。 

 いずれにしても、なるべく執行残が出ない

ように、有効に活用するように、機会を捉え

て振興局のほうに話をしていきたいと思いま

す。 

 

○早田順一委員 広報のほうですね、首都圏

のほうが8,800万、それと海外向けが100万に

満たない程度ですけれども、この予算を一緒

にやって効率よくできないかとか、そういう

話も出ていたと思いますけれども、要は、去

年の指摘ですから、去年から今までかな、が

今さっきおっしゃった内容ですか。今やって

いるやつではなくて、その間のやつですよ

ね、今言われたのは。指摘を受けてそういう

ことをされたということですね。それと、さ

っき言った、これを効率的に首都圏と海外と

一緒に予算化、一緒にやってできないかとい

うことに対しては、それは分けてやったがい

いということですか。 

 

○坂本知事公室長 そもそも額の大きさはか

なり違うんですけれども、首都圏広報事業と

いうのは、広報課のほうで集めて、県庁内各

課の分をかなり広報課で中心にやっておりま

す。 

 海外向けは、それぞれのところが、それぞ

れの戦略がちょっと違うものですから、例え

ばインドネシア向けには農政部のこの予算で

とか、あるいは香港向けにはこれということ

で、違う広報の仕方がそれぞれのところにあ

って、ばらばらにかなりやっている面があり

ます。 

 それを、先ほど広報課長が言いましたよう

に、ことしから、ちょっと全部統一して、そ

こを調整しながらやっていこうということを

しています。 

 なおかつ、委員がおっしゃったように、こ

の首都圏広報の予算の中で、海外向けに使え
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るというようなこともあるのではないかとい

うことで、戦略的にこの予算を融合しながら

使っていくということ、今年度からちょっと

チャレンジをしているところです。 

 

○早田順一委員 地域振興局の件ですけれど

も、これはもう私が若いころ、会計管理者の

出田さんがよく旧町のほうに来られていたん

ですけれども、非常に、何というか、県の方

が田舎に入れば入るほどうれしいんですね、

その地域の人たちは。来られるだけで何か大

変うれしいんですけれども、そういう地域振

興局の職員の方が、どんどんそういう地域に

入り込んでいけるような方法をぜひとっても

らいたいと思います。その中で、恐らく予算

もかかってくるでしょうし、そういうのにや

っぱりどんどん使っていっていただければな

――特に若い職員の方に使っていただければ

なという思いがありますので、よろしくお願

いします。 

 

○沼川市町村課長 市町村課です。 

 御指摘を踏まえてやりたいと。先ほどちょ

っと詳細は言いませんでしたけれども、以前

は、多分、事前に承認制度で、どういうこと

に使うかを本庁に上げさせて、それを認めて

からしか執行させないとか、そういったこと

もあってなかなか使い勝手が悪かったもの

を、今、実際は、もう計画を出した時点で、

独自に４月から振興局の思ったとおりに今使

わせるような執行体制に変わって、要は地域

に応じた使い方というのを最初から認めるよ

うな形でやっておりますので、うちのほうか

らも、委員の御指摘を振興局等に伝えまし

て、できる限り出ていって使うような形にさ

せたいと思います。 

 

○早田順一委員 よろしくお願いします。 

 

○松田三郎委員 今のお話に関連いたします

が、この主要な施策の成果、これなんかを見

ていても、広域本部でありますとか、振興局

との調整でいろいろ、特に私が住んでおりま

す県南も大分頑張っていただいている。その

機能、役割は十分認めておりますが、これは

市町村課長か、場合によっては人事課長かあ

るいは総務部長か、ちょっと心の準備をして

おいていただければと。 

 ことしありました知事選のときに、ほかの

候補の方ですね、落選なさった方の中で、球

磨郡に来とって、どうですか、広域本部にな

って――まあ御存じのように、八代にありま

すので。あと球磨と芦北にあるわけですが、

県南広域本部。言われるわけですね、不便に

なったでしょうと。こういうのは八代に行か

んばんごとなりましてと言うと、中には、あ

あ、そがんですねと、それならその人に入れ

ようかとかですね。 

 そういう隠れた争点の一つになっておりま

して、振り返って、例えば、数年前、広域本

部制度をつくるというときに、私どもは、将

来的にやっぱり統合して県南に１つ――今の

広域本部になるんじゃないだろうかという心

配を――今でもしておりますが、その当時、

担当の方の説明では、決してそういうことは

ございません、あくまでも広域的に取り組む

ほうが効率的であり、効果のある、まあ災害

でありますとかあるいは広域観光等々で、そ

ういうのに限ってという話でございました。 

 ただ、さっきの早田先生のお話しのよう

に、知らない間にといいますか、よう聞いと

らぬだったほうが悪かっでしょうけど、まあ

税務関係は、御存じのように、もう移って、

例えば農家の方から言うと、軽油免税の手続

も、出張では来ていただいておりますが、一

番忙しい時期にやっぱりわざわざ八代に行か

ないかぬとか、あるいは建設関係の方々に聞

くと、竣工検査が広域本部からと、件数が多

い場合には、その日程調整で遅くなったりと

か、あるいは最終的にはかわりに球磨振興局
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土木部から来られると。最初からそれでいい

んじゃないだろうかと思ったりもしますし、

あるいは農地関係の農振転用関係も、多分

今、広域本部でとなると、我々が思っていた

以上にだんだんだんだん事務が広域本部マタ

ーになってしまっていると。プラス、使わな

い部屋とか机がだんだんふえてきて、しまい

には職員さんもほとんど自宅から今通ってい

らっしゃるとなると、非常にやっぱり地域の

方々は、県庁に行くことはあんまりないんだ

けれども、振興局にいろいろ行っていた部分

が、ちょっとまた遠くなるというのは、ある

意味全体からすると小さいことに思えるかも

しれませんが、県民の多くの方がかかわりを

持つ窓口が遠くなるという意味では、決して

小さいことではないと思っております。 

 それで、今後、いや、前の説明とは違っ

て、やっぱり行政改革の一環で――それは当

時否定されておりましたけれども、広域化し

て、広域本部だけにしてしまうというような

お考えなのか、いやいや、当初のとおり、今

までどおりですよというのか、もう一つは、

さすがに知事選だけじゃなくて、いろいろ批

判も出てきたので、若干もとに戻そうと思っ

とりますと、この３つで言うと、どれが一

番、１番、２番、３番で答えていただくな

ら。 

 

○平井人事課長 １番、２番、３番どれかで

答えるのは難しゅうございますけれども、今

考えていることを言いますと、基本的に、広

域本部制度を入れたときに、出先の窓口関

係、要するに住民の方々に振興局に来てもら

う事務については、極力残すという考え方

で、それとは逆に、職員のほうが出張ってい

くような業務については、集約しやすいんじ

ゃないかという、まず仕切りを考えておりま

した。 

 今、御指摘ありましたとおり、軽油免税と

かは、全部集約した関係で、全部八代に来て

もらうということになると、単純な負担増に

なりますので、なるべく、何といいますか、

現場でも受け付けられるような機会をつくる

というような発想法で設計したというふうに

認識しております。 

 ただ、何といいますか、運用面でまだ不十

分とか、うまくいってないとかいうところ

は、一つずつ検証しながら対応を考えていき

たいなというふうに思っております。 

 そういう、いわゆる住民の直接サービスに

関する部分は地域振興局として残しながら、

広域的に向かうことで、ある程度まとまった

人間を集中的にその業務に向けられるという

ような職務として、地域の振興でありますと

か、地域の振興の企画の部分ですね、そうい

ったものですとか、税務、これはとても専門

的な知識が要る職務なものでございますか

ら、そういうものについては、集約化したと

きのメリットを出したいということで、これ

までやってきております。 

 所期の目標が達成しているかどうかは、ま

だ引き続き見ながら次の方針を決めていきた

いと思っておりますが、先ほどちょっと知事

選というお話もございまして、その中で、地

域振興局を強化したほうがいいというと、じ

ゃあどこを減らして地域振興局をふやすんだ

という話になるんですけれども、そこは明確

にされておりませんでした。広域本部から地

域に戻すのか、あるいは本庁から地域に戻す

のか、そこはわかりません。課題があれば、

それに向かって取り組みを検討しなきゃいけ

ないと思います。 

 ですから、今のまま決して変えないという

ことではございませんけれども、ただ、現時

点でこうしますとも申し上げられないという

ことで、ちょっと済みません、１、２、３で

は申し上げられません。 

 もう１つ課題として考えておりますのが、

先ほど出ました市町村との交流というような

お話、これにつきましても、これまでもなる
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べく積極的にということでやってきておりま

したが、今回の４カ年戦略の、今、パブリッ

クコメントも始まっておるかと思いますけれ

ども、いわゆる県と市町村の人事交流という

ものについて、もう少し使っていこうかとい

うような考え方が出てきております。 

 振興局として、外から市町村とつき合いを

していくというやり方もあるでしょうけれど

も、実際に市町村の中に入って、市町村と課

題を共有しながら、県と市町村のつなぎ役に

もなっていく、こういう職員を一定程度持つ

ということも効果的じゃないかなと思ってお

ります。 

 現在、災害対応ということで職員が大分市

町村に出ておりますけれども、もちろん苦労

もあるかと思いますけれども、市町村とのつ

ながりの中で、お互いにメリットになること

も多いかなと思っております。 

 こういった幾つかの手法を、課題と向き合

いながら、選んでいきながら、将来の方向性

を考えていきたいと思っておりまして、そう

いうちょっと、済みません、何というか、い

い子過ぎるかもしれませんけれども、そうい

う考え方を今持っているということで御理解

いただければと思います。 

 

○松田三郎委員 まあ、宇城市にも２年間行

っていらっしゃいましたので、いろいろこの

現場の感覚なり、どういう市民が、町民が、

住民が県の出先を見ていらっしゃるかという

のは、十分実感なさった経験もおありだと思

っております。 

 また、振興局の管内で市町村合併が進ん

で、１市のみとか、１市１町とかというとこ

ろも出てきておりますので、全部一律にどう

したほうがいいというのはなかなか、私も名

案があるわけじゃありません。ただ、私が住

んでおります球磨郡は、10市町村、まだ合併

が進んでおりませんで、非常にこの広域本部

ではなくて、身近な振興局を頼りになさって

おられるという市町村が多いということを考

えれば、恐らく、今の時点では言えないとい

う平井課長の御答弁でしたが、知らぬ間にま

た球磨振興局からあの事務は広域本部に行っ

とったとか、あるいは知らぬ間にやっぱり統

合して、八代は一つになっとったということ

はなさそうですね。 

 

○平井人事課長 一つ一つの事務を見なが

ら、そのとき必要な対応をとっていかなきゃ

いけないと思っています。 

 球磨につきましては、地域振興の班にも、

他の局と比べても、数的には若干上乗せして

あるのかなというふうに思っておりまして、

今御指摘のあった、10市町村残っているとい

うような課題は、私どもも配慮しなきゃいけ

ないと思っておりまして、そういったことも

含めて、今後もあり方を随時考えていきたい

と思っております。よろしくお願いいたしま

す。 

 

○松田三郎委員 続けて、すぐ終わりますけ

ん。 

 税務課長に、附属資料の８ページの(2)の

①の一番下のポツですね。地域版滞納整理機

構への支援というところがありまして、実は

私、数年前に、他県で県がつくっている滞納

整理機構というのがあるという話を聞きまし

たので、３～４年前か４～５年前になるかと

思いますが、当時の税務課長に――今それぞ

れ御説明のあったように、非常に税務課の皆

さんを初め、御努力いただいて、だんだんだ

んだんいい方向になっているというのを前提

にいたしますが、当時は、いや、なかなか一

挙にというよりも――今６つと書いてありま

すけれども、当時、１つか２つが、ちょっと

そういうのをつくろうかと計画をなさってお

られるという段階でした、たしか。まずは、

そういう地域でつくられるのを支援しなが

ら、それでもやっぱり大きなくくりが必要だ
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ったらやりましょうというような話だったと

記憶しております。 

 その他県の例で言いますと、県と市町村、

それに、例えば、弁護士、公認会計士、税理

士とかそういう――まあ、取り立てじゃない

ですね。整理のプロも入れてやっていたとい

うような例だったと思っております。 

 それで、質問ですけれども、この６つとい

うのも、別に振興局単位じゃないわけです

ね。上益城・下益城というのもあれば、人

吉・下球磨と奥球磨が別になったり。 

 １点目ですけれども、このくくりは、それ

ぞれの地域でつくられるのに県が支援すると

いうスタンスなのかどうかが１点と、２点目

は、これをつくってないところよりもやっぱ

り効果が上がっているのか、この６地域が。

別に数字じゃなくて結構ですけれども、その

２点ちょっとお伺いしたいと思います。 

 

○井芹税務課長 税務課でございます。 

 １点目、そもそもこの地域版の滞納整理機

構というのが、もともとは全県１件で、他県

でやったように、全県１件でやろうかという

ことでやって、市町村の意向とかを確認した

んですけれども、やはり市町村ごとに税に関

する状況も違うということで、組織も違う、

大きさも違うと、熊本市みたいなでっかいと

ころもあればちっちゃいところもあるという

ことで、なかなか一遍で一つにまとめてつく

るというのは厳しいかなということで、まず

地域ごとにやっていこうかという形で、こう

いう形でできたかと思っております。 

 ですので、そういう形では、その地域から

こういう形で、まあ県と協議しながらこうい

う形でいこうかという形でつくってきたのか

なというふうに思っております。 

 ２点目の効果ですけれども、確かにこれが

あれば、当然、情報共有も進みますし、県か

らも当然入っていますので、ノウハウ、県が

持っているいろんな徴収に関するノウハウあ

たりも市町村にお伝えできるし、また、一緒

に徴収できるという形で、少なくともこうい

う協議会、機構があれば、そういう情報交換

しながら進めていく分については、効果はあ

るのかなと思っております。 

 済みません、数値的なものはちょっと持ち

合わせておりませんけれども、以上のような

感じです。 

 

○松田三郎委員 じゃあ、各６つ、それぞれ

このメンバーといいますか、さっき言いまし

た、弁護士なり、公認会計士、税理士なりと

か、何かいろいろノウハウを持った人とか、

小さいところじゃなかなかそういう方まで人

選するのは難しいと思いますけれども、大体

どういった方、顔ぶれといいますか、各地域

ばらばらですか。 

 

○井芹税務課長 顔ぶれは、済みません、ち

ょっと確認いたします。 

 申しわけございません、専門の方は入って

おりません。県と市町村の職員で構成してい

る機構ということでございます。 

 

○松田三郎委員 どの地域もですか、県と市

町村の職員。 

 

○井芹税務課長 どの地域も、県と市町村の

職員でつくっております。(発言する者あり)

 メンバーは、済みません、県は、あくまで

も横で助言、支援をする立場で来ているとい

うことで、メンバーには入ってなくて、あく

までも地域の市町村の職員だけで構成してい

るということでございます。 

 

○松田三郎委員 ということは、例えば奥球

磨というと４町村でしょうけれども、そこの

税務関係の職員さんだけの地域版滞納整理機

構という――仰々しい名前じゃないですけれ

ども、になっているということですか。 
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○井芹税務課長 そういうことでございま

す。 

 

○池田和貴委員長 よろしゅうございます

か。 

 

○松田三郎委員 はい。いいです。 

 

○岩中伸司委員 今のちょっと気になるの

が、荒尾はないんですが、玉名、荒尾は一緒

だと思うんですが、荒尾は非常に納税がいい

という理解でいいですか。 

 

○井芹税務課長 先ほど言いましたように、

その機構は、まさに職員で構成しているとい

うことですので、やろうと、地域で一緒に組

んでやろうというところができているところ

だと思いますので、荒玉は、それぞれやって

いこうということかと思います。 

 

○大村理事 ちょっと補足させていただきま

す。 

 今の地域版の滞納整理機構ですが、これ

は、なかなか実際滞納整理とかやっていくと

きに、自分の町の方に対して、自分の町の職

員だとなかなかできにくい面もあったりする

ということから、幾つかの市町村が一緒にな

って、例えば錦町のところに多良木の方が行

ったりとか、そういうことで滞納整理をしっ

かりやって徴収率を上げていこうという取り

組みであると。 

 それから、荒尾市については、今メンバー

に入っていらっしゃいませんけれども、そこ

については、県のほうで併任徴収ということ

で、県職員が市の職員の方と一緒に徴収する

ですとか、あるいは難しい案件については県

が引き継いでやっていくということで取り組

みをやっております。 

 ということで、県職員が市の方と一緒に徴

収したり、あとを引き継いで徴収に当たった

りしている、まあ、いろんな形で、そういう

ことで取り組みをやっております。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。 

 

○城下広作委員 県有財産の部分が６億ぐら

いあるんですけれども、これは農業試験場が

大きい金額の部分だけで、あとはもうちまち

まとしかないから、これは大体私はもう県有

財産は売り尽くしたかなと踏んでいるんです

けれども、まだまだ余裕があって、売却でき

るような土地、物件があるのか。もう大きい

のは大体売りましたかね。その状況をちょっ

と。 

 

○満原財産経営課長 県有財産の未利用部分

につきまして、県の財政再建戦略期間という

のが平成21年度から始まっています。21年か

ら23年に加えまして27年度まで、今のところ

99物件、全体で約134億円の売却があってお

ります。 

 この間が、非常にいい物件といいますか、

売れる物件がございまして、本年度以降は、

まだ今のところ、未利用の県有財産につきま

しては、余り大きな物件とか、そういうもの

はもう残っておりません。 

 以上でございます。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。 

 

○西岡勝成委員 私学振興課長、この前、私

学議連で各学校を回らせていただいたんです

が、地震の耐震の工事をしとったところは非

常に助かったというようなお話で、私たち

も、それなりによかったなと思ったのです

が、耐震のできてないところもまだたくさん

あったんですか。 

 

○塘岡私学振興課長 県内の私立高校につき
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まして、ことしの４月１日現在の耐震化率は

82.7％という形になっております。というこ

とは、まだ17％程度は耐震化が済んでないと

いう状況にあります。 

 

○西岡勝成委員 その10何％の被害というの

は、やっぱり大きかったんですか。 

 

○塘岡私学振興課長 このたびの地震により

まして、耐震化が済んでいるところにつきま

しても被害があっております。ただ、１校当

たりに直しますと、耐震化が済んでいるとこ

ろは2,000万円ほどに対しまして、耐震化が

まだ済んでないところは、１校当たり３億

2,000万円ほどになっておりまして、16倍程

度ということで、耐震化の効果は非常に大き

かったのかなと思います。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。

――なければ、これで質疑を終了いたしま

す。 

 次回の第３回委員会は、10月７日金曜日午

前10時に開会し、午前中に企画振興部、午後

から健康福祉部の審査を行うこととしており

ますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。 

 御苦労さまでございました。 

  午後３時１分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  決算特別委員会委員長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


